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ビジョン

戦略

戦術・施策

実行

地域診断サービスの目的

■ 本サービスでは、地域経済の特徴と強み・弱みの「見える化」を促進することによって、経営発
達支援計画策定や域外需要獲得などをお手伝いをします。

■ 日本商工会議所地域振興部の役割

各地商工会議所において、それぞれの地域の活性化に向けた取り組みを行うよう促し、それら
の取り組みを伴走支援すること

【各地での取り組み】 【地域振興部の主なソリューション支援】

地域診断サービス

観光（ブロック研修会）

クラウドファンディング支援

空き地・空き店舗問題

ＰＰＰ／ＰＦＩ

農林漁商工５団体連携

http://www.jcci.or.jp/
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地域経済の分析はなぜ必要か

■ 地域経済の実態把握を皮切りに、外に目を向けた「最新情報の収集（世の中の流れ、活用できる制度・施策・
事例）」や、内に目を向けた「地域事情の把握（強み・弱み、活用できる地域資源・人材の把握）」を進め、すべ
きこと・できることを見出し、その中から優先順位を決めて、これからやることを決定する。

世の中の流れを掴む 強み・弱みを見出す

優先順位をつける

すべきことを見出す

活用できる制度・施策・事例を探す 活用できる地域資源・人材を探す

地域経済の実態を把握する

できることを見出す

これからやることの決定

【外への目】

最新情報の

収集

【内への目】

地域事情の

把握

産業構造、地域経済
循環、人口…

http://www.jcci.or.jp/


5

地域経済が循環する流れ
■ 経済活動の三側面である「生産（販売ほか収入）で得られた収入」≒「家計・企業への分配」≒「消費・投資の形で
の支出」の関係性を「三面等価原則」という。

■ 三面等価原則から、経済を「生産」→「分配」→「支出」→「生産」・・という循環する流れと捉えることができるが、特に
地域経済においては、循環途中に生じる「移輸出入」や「所得移転」といった地域外との流出入が重要となる。

■ 「生産」・「分配」・「支出」・「移輸出入」・「所得移転」の実態を分析すると、地域経済の実態を総合的に把握できる。

■ 地域経済の循環の流れを太くすることは、地域経済の発展につながる。具体的には「移輸出」「観光売上」 「所得流
入」を増やす一方、「所得流出」「移輸入」を減らすことである。

分
配

支
出

生
産

分
配

支
出

生
産

分
配

支
出

移輸入 移輸出 観光売上

・営業利益(本社)
・雇用者報酬
・家賃・土地使用料
・減価償却費
・税金

・年金
・地方交付税
・補助金
・営業利益(本社)
・雇用者報酬
・家賃・土地使用料
・減価償却費

所得流出

所得流出

移輸出

生
産

所得流出

移輸出 観光売上

移輸入

所得流入 所得流入

所得流入

増やす増やす

増やす

減らす

減らす

・地域外の人々が地域の商品・サービスを購入

・地域の人々が地域外の商品・サービスを購入

観光売上

・産業売上

・消費
・投資
・政府支
出

地域経済の循環の
流れを太くする

↓

地域経済が発展

http://www.jcci.or.jp/
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生産分析 ①産業構造

6
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地域の中での各産業の存在感

■ 地域の中で、事業従事者数が大きいのは卸売・小売および製造であり、付加価値額が高いのも製造および卸売・小売。

■ 事業所数が多いのは卸売・小売である。総合で最も存在感があるのは、卸売・小売である。

次頁以降の資料
において製造業は
大きな存在感

出典：総務省・経産省「平成２８年経済センサス」

長岡市 建設 製造
電気、ガス、熱供

給、水道
情報通信 運輸、郵便 卸売、小売 金融、保険業

不動産、物品賃

貸

学術研究、専門・

技術サービス

宿泊、飲食サービ

ス

生活関連サービ

ス、娯楽

教育、学習支援

（学校以外）
医療、福祉 その他

事業所数 2016 1,612 1,422 22 100 241 3,437 216 558 461 1,383 1,105 313 832 1,197

事業従事者数 2016 11,685 27,236 687 1,604 7,150 26,790 3,886 1,804 2,669 9,525 5,430 1,188 16,047 11,664

付加価値額 2016 56,024 138,065 11,050 8,810 32,811 118,844 31,194 9,214 16,042 21,125 17,990 2,935 66,553 33,848

八女市 建設 製造
電気、ガス、熱供

給、水道
情報通信 運輸、郵便 卸売、小売 金融、保険業

不動産、物品賃

貸

学術研究、専門・

技術サービス

宿泊、飲食サービ

ス

生活関連サービ

ス、娯楽

教育、学習支援

（学校以外）
医療、福祉 その他

事業所数 2016 397 415 2 4 60 808 53 74 80 309 244 46 250 289

事業従事者数 2016 2,022 4,611 56 18 1,659 5,210 672 178 255 1,996 761 177 4,662 1,915

付加価値額 2016 8,902 18,006 X X 6,279 19,748 6,344 748 869 3,310 2,236 295 17,372 4,174

http://www.jcci.or.jp/
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地域の中で規模が大きい産業は何か

地域の中で規模が
大きい産業

出典：環境省「地域産業連関表」、「地域経済計算」
（株式会社価値総合研究所（日本政策投資銀行グループ）受託作成）

注）GDP統計上、不動産業（ここでは住宅賃貸業）には、実際には家賃の受払いを伴わない帰属家賃が含まれている。

■ 生産額が最も大きな産業は、はん用・生産用・業務用機械であり、次いで住宅賃貸業、保健衛生・社会事業。

■ 生産額のうち、第１次産業が40.9％、第２次産業が58.1％、第３次産業が0.9％を占める。

（同全国平均(第１次、第２次、第３次)：1.2％、40.7％、58.0％ 県内平均：1.7％、42.6％、55.7％）

産業別生産額

2,405 

1,458 
1,333 1,248 

1,033 989 928 920 
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地域の中で得意な産業は何か

■ 全国と比較して得意としている産業は、はん用・生産用・業務用機械、金属製品、水道業、電子部品・デバイス等。

■ はん用・生産用・業務用機械は大きいことから地域を特徴づける産業といえる。

産業別修正特化係数（生産額ベース）

出典：環境省「地域産業連関表」、「地域経済計算」（株式会社価値総合研究所（日本政策投資銀行グループ）受託作成）
注）GDP統計上、不動産業（ここでは住宅賃貸業）には、実際には家賃の受払いを伴わない帰属家賃が含まれている。

全国平均より
低い産業

全国平均より
高い産業

１以上は全国平均より高い（集積している）産業を意味する

http://www.jcci.or.jp/
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市内の小売業は過去どのように販売額が変化したか

■ 過去からの市内小売業の推移は、2007年の335,536百万円からからリーマンショック・東日本大震災後に244,364
百万円に減少したものの、近年は回復傾向にある（2016年：302,871百万円）。

■ また、同規模の小売業年間商品販売額の市は、埼玉県所沢市、東京都立川市、青森県八戸市等。

小売業年間商品販売額

http://www.jcci.or.jp/
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生産分析 ②移輸出入と観光
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域外から所得を獲得している産業は何か

出典：環境省「地域産業連関表」、「地域経済計算」
（株式会社価値総合研究所（日本政策投資銀行グループ）受託作成）

注）GDP統計上、不動産業（ここでは住宅賃貸業）には、実際には家賃の受払いを伴わない帰属家賃が含まれている。

■ 域外から大きな所得を獲得している産業は、はん用・生産用・業務用機械、鉱業、金属製品等。

■ 移輸出総額8,888億円に対し移輸入総額9,297億円であり、純移輸出収支額は▲409億円のマイナス。地域で販
売されている商品・サービスを域外からの移輸入に頼っている。

産業別純移輸出額

域外に所得が
流出している産業

域外から所得を
獲得している産業

http://www.jcci.or.jp/
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長岡市の観光地・施設（2018年休日・自動車）

■ 経路検索されている回数が多い観光地・施設は、寺迫漁の市場通り、国営越後丘陵公園、リバーサイド千秋等

■ トリップアドバイザーにおいては、長岡まつり大花火大会のほかは国営越後丘陵公園の人気・評価が高い。

http://www.jcci.or.jp/
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滞在人口の月別推移（2019年1月～12月：14時）

■ 年間を通じ、平日、休日ともに滞在人口は国勢調査人口を上回る傾向がある。

■ 平日は、域外の住民が域内で就労している傾向、休日にも、買い物やレジャーなどの消費機会を求めて、域外住民が
域内を訪れている傾向が読み取れる。

（注）15歳以上80歳未満

http://www.jcci.or.jp/
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市外から来た滞在人口（2019年５月休日14時）

出典：株式会社ＮＴＴドコモ・株式会社ドコモ・インサイトマーケティング「モバイル空間統計®」、総務省「平成27年国勢調査」

（注）15歳以上80歳未満

■ 2019年の休日14時で最も滞在人口が多かったのは８月であり、滞在人口は212,792人で、国勢調査人口より1割
多い。うち県外居住者の人口は23,486人（割合は10.0％）

■ 県外居住者の出身都道府県は、１位:東京都、２位:埼玉県、３位:神奈川県、４位:群馬県、５位:千葉県

http://www.jcci.or.jp/
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外国人滞在メッシュ（2017年8月～2018年7月）

出展：株式会社ＮＴＴドコモ・株式会社ドコモ・インサイトマーケティング「モバイル空間統計®」

１時間以上滞在人数

http://www.jcci.or.jp/
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生産分析 ③小規模事業者
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小規模事業者が全体に占める割合

出典：総務省・経産省「平成２１年・平成２８年経済センサス（事業所ベース）」
（注）卸売・小売・サービスについては５人以下、それ以外の業種については２０人以下を小規模事業者と分類して集計。

■ ２０１６年の小規模事業者数の割合は72.5%で、２００９年に比較すると事業者数も比率も低下した。

■ 産業別にみると、建設や不動産・物品賃貸において小規模事業者が占める割合が高い。

■ 医療・福祉は小規模事業者の割合が低い。電気・ガス・熱供給・水道は小規模事業者数が増加している。

> 建設 製造
電気、ガス、熱
供給、水道

情報通信 運輸、郵便 卸売、小売 金融、保険業
不動産、物品

賃貸

学術研究、専
門・技術サービ

ス

宿泊、飲食サ
ービス

生活関連サー
ビス、娯楽

教育、学習支
援

医療、福祉 その他 総数

2009年 小規模事業者 1,863 1,381 3 68 197 2,821 185 622 410 1,065 1,016 303 339 943 11,216

小規模以外 129 301 6 47 94 1,342 49 75 128 511 197 82 360 374 3,695

総数 1,992 1,682 9 115 291 4,163 234 697 538 1,576 1,213 385 699 1,317 14,911

小規模割合 93.5% 82.1% 33.3% 59.1% 67.7% 67.8% 79.1% 89.2% 76.2% 67.6% 83.8% 78.7% 48.5% 71.6% 75.2%

建設 製造
電気、ガス、熱
供給、水道

情報通信 運輸、郵便 卸売、小売 金融、保険業
不動産、物品

賃貸

学術研究、専
門・技術サービ

ス

宿泊、飲食サ
ービス

生活関連サー
ビス、娯楽

教育、学習支
援

医療、福祉 その他 総数

2016年 小規模事業者 1,544 1,180 15 59 160 2,332 177 504 367 976 983 279 386 901 9,863

小規模以外 121 294 7 50 104 1,248 45 82 125 529 188 105 493 353 3,744
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小規模事業者数の増減

出典：総務省・経産省「平成２１年・平成２８年経済センサス（事業所ベース）」
（注）卸売・小売・サービスについては５人以下、それ以外の業種については２０人以下を小規模事業者と分類して集計。

■ ２００９年から２０１６年にかけて、事業者数も小規模事業者数も共に減少したが、小規模事業者数の減少率の
ほうが著しい。産業別にみると、総数・小規模事業者数ともに、建設業の減少が著しい。電気・ガス・熱供給・水道、医
療・福祉は増加している。
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事業者 2016年 1,544 1,180 15 59 160 2,332 177 504 367 976 983 279 386 901 9,863
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分配分析 付加価値(粗利)と雇用者所得

20
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地域で所得（付加価値）を稼いでいる産業は何か

出典：「地域経済循環分析用データ」、総務省統計局「平成22年国勢調査」
(http://www.stat.go.jp/data/kokusei/2010/)より作成

注）GDP統計の不動産業には帰属家賃が含まれており、地域経済循環分析用データの産業分類では第3次産業
の住宅賃貸業に帰属家賃が含まれている。帰属家賃は、実際には家賃の受払いを伴わないものである。

■ 付加価値額が大きな産業は、住宅賃貸業であり、次いではん用・生産用・業務用機械、保健衛生・社会事業で、これ
らの産業が地域を支えている。全国との比較では、はん用・生産用・業務用機械、住宅賃貸業、鉱業の割合が高い。

■ 付加価値額のうち、第１次産業が0.9％、第２次産業が30.2％、第３次産業が68.9％を占める。
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地域の産業の稼ぐ力（１人当たり付加価値額）

出典：「地域経済循環分析用データ」、総務省統計局「平成22年国勢調査」(http://www.stat.go.jp/data/kokusei/2010/)より作成

注）GDP統計の不動産業には帰属家賃が含まれており、地域経済循環分析用データの産業分類では第3次産業の住宅賃貸業に帰属家賃が含まれている。
帰属家賃は、実際には家賃の受払いを伴わないものであるため、これを含む場合と含まない場合の2パターンで労働生産性を作成している。

■ 全産業の労働生産性は759万円で、県内平均の101.2％、全国平均の84.1％の水準となっている。

■ 第１次産業の労働生産性は低いが、第2次産業、第３次産業は県内平均並みの労働生産性である。
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地域の産業の１人当たり雇用者所得

出典：「地域経済循環分析用データ」、総務省統計局「平成22年国勢調査」(http://www.stat.go.jp/data/kokusei/2010/)より作成
注）GDP統計の不動産業には帰属家賃が含まれており、地域経済循環分析用データの産業分類では第3次産業の住宅賃貸業に帰属家賃が含まれている。

帰属家賃は、実際には家賃の受払いを伴わないものであるため、これを含む場合と含まない場合の2パターンで労働生産性を作成している。

■ 全産業の1人当たり雇用者所得は410万円で、県内平均の102.0％、全国平均の85.1％の水準にある。

■ 第１次産業は41万円で全国平均の112％、第２次産業は429万円で全国平均の79.3％、第３次産業は422万
円で全国平均の87.6％。労働分配率は、第１次、第２次、第３次産業とも、県内・全国と大きな乖離はない。
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人口などの分析

24

支出分析 民間消費(人口の動向）
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出典：国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（2018年3月推計）」より作成

■ 65歳以上の割合は2015→2045年：25.3％→39.6％（全国26.6％→36.8％）と、全国平均以上で推移。

■ ただ、65歳以上の人口そのものは、同：19→21千人とほぼ横ばいの見込み。

実 績 推 計

http://www.jcci.or.jp/
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出典：総務省「国勢調査」

過去からの年齢階級別人口構成の変化

■ 1985年は団塊世代、団塊ジュニア世代が山であった。若者の流出は著しく、1995年以降までに団塊ジュニア世代が
減少したが、それ以降は横ばいである。

■ 1985年以来、14歳未満の若者世代の減少は続いている。一方、60歳以上が増加傾向にある。
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出典：「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口」

将来の年齢階級別人口構成の変化予想

■ ２０１５年から２０４５年に向けて人口は減少する。団塊ジュニア世代を除く５９歳未満は減少一辺倒である。

■ １９８５年と２０４５年を比較した場合、１４歳以下の若者はおよそ３分の１にまで減少する。その一方、８５歳
以上の高齢者の増加は１１倍にも達する。
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就業者の規模

①就業者数と従業者数

注）従業者数は、従業地における就業者の数（域外からの通勤者を含む）である。
就業者数は、常住地の住民の就業者の数（域外への通勤者を含む）である。

出典：総務省統計局「平成22年国勢調査」
(http://www.stat.go.jp/data/kokusei/2010/)より作成

②産業別就業者数の推移

出典：総務省統計局「平成22年国勢調査」
(http://www.stat.go.jp/data/kokusei/2010/) 、「平成17年国勢調査」
(http://www.stat.go.jp/data/kokusei/2005/) 、 「平成12年国勢調査」
(http://www.stat.go.jp/data/kokusei/2000/)より作成

■ 従業者数（地域内の仕事の数）が就業者数（働いている住民の数）の+4.4％で、域外の住民が域内に働きに来
ている状況。

■ 就業者数は、第１次産業・第２次産業は減少しており、特に第２次産業は▲24.6%と減少幅が大きい。
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通勤通学人口・地域間流動
■ 昼間人口が夜間人口を約2.5％上回っており、域外の住民が通勤、通学のために域内に来ている状況。

■ 域外から域内への流入元地域は、見附市(2.69%)、小千谷市(1.55％)、新潟市(1.13％)等。

■ 域内から域外への流出先地域は、流入元地域と同様傾向であるが、流入人口＞流出人口となっている。

注）昼間人口：就業者または通学者が従業・通学している従業地・通学地による人口であり、従業地・通学地集計の結果を用いて算出された人口。
夜間人口：地域に常住している人口である。
昼夜間人口比率：夜間人口100人当たりの昼間人口の割合であり、100を超えているときは通勤・通学人口の流入超過、100を下回っているときは流出超過を示している。
通勤者：自宅以外の場所で就業する者。
通学者：この画面においては、15歳以上の主に通学（各種学校・専修学校を含む）をしている者。
「滞在人口の月別推移」ページで使用している昼間人口等は、出典が株式会社NTTドコモ・株式会社ドコモ・インサイトマーケティング「モバイル空間統計®」であるため、数値が異なる場合がある。

出典：総務省「国勢調査」

http://www.jcci.or.jp/
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住民１人当たり就業者数

出典：総務省統計局「平成22年国勢調査」(http://www.stat.go.jp/data/kokusei/2010/)より作成

■ 住民１人当たり就業者比率は、全国、同規模地域のいずれよりも高い。

■ 平均よりも住民１人当たりの就業者比率が高い地域である一方、今後の人口減少を踏まえると、地域の経済規模規
模を維持していくためには、労働参加率を向上していく工夫が求められる。
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地域経済循環と総評

31
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地域経済循環図

◼ ここまで、地域経済の「生産」・「分配」・「支出」や、「移輸出入」・「所得移転」の実態を把握する目的で各種データを見
てきたが、ＲＥＳＡＳでは、各種統計数値に、関連統計を用いて推計した数値を合わせることで、地域における経済の
循環構造をわかりやすく「見える化」した「地域経済循環図」を公表している。

◼ 地域経済循環図は、その地域における、「生産（販売ほか収入）で得られた収入」≒「家計・企業への分配」≒「消費・
投資の形での支出」の関係性を示したものである。

◼ 三面等価原則から、「生産」≒「分配」≒「支出」の関係が存在するが、地域経済においては、循環途中に生じる「移輸
出入」や「所得移転」といった地域外との流出入が生じるため、これを見る必要が存在する。

生産(付加価値額）

分配(所得）

支出

例：商品を生産・販売して得る所得

例：地域住民が給料等の形
で獲得する所得

例：地域の商店での買物（消費）

例：地域の企業の設備更新（投資）

地域で稼いだ所得と、分配された所得を比較して、
所得の地域外への流出（或いは地域外からの流
入）を見る

地域内での支出は、地域の
生産（販売）に還流

地域で稼いだ所得は、地域
の住民や企業にどのように
分配されているか

地域の住民や企業が得た所
得は、消費や投資にどのよ
うに支出されているか

地域はどの産業を通じて所得を
稼いでいるか

地域に分配された所得と、地域で支出された所得
を比較して、支出の地域外への流出（或いは地域
外からの流入）を見る

http://www.jcci.or.jp/
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地域経済循環図（2010年）

出典：環境省「地域産業連関表」、「地域経済計算」
（株式会社価値総合研究所（日本政策投資銀行グループ）受託作成）

地方交付税交付金 288億円
国庫支出金 172億円
都道府県支出金 74億円
年金 1,080億円

域際収支黒字

※RESASでの算出上、所得流出入は域際収支とバランスすると
いう仮定だが、現実の地域経済ではプラス・マイナスが生じうる
点に注意。

96億円

7,061億円

1,578億円
4,229億円

294億円
1,441億円

1,711億円
2,205億円

2,954億円

261億円
5,621億円

688億円
5,776億円
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地域経済循環図（2015年）

出典：環境省「地域産業連関表」、「地域経済計算」
（株式会社価値総合研究所（日本政策投資銀行グループ）受託作成）

地方交付税交付金 292億円
国庫支出金 148億円
都道府県支出金 71億円
年金 1,173億円

※RESASでの算出上、所得流出入は域際収支とバランスすると
いう仮定だが、現実の地域経済ではプラス・マイナスが生じうる
点に注意。

域際収支赤字

所得流入

98億円

7,247億円

736億円
4,953億円

407億円
1,573億円

743億円
2,641億円

61億円

3,253億円

253億円
5,573億円

667億円
5,898億円
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基礎的な指標の推移（2010→2015年）

①2010年、2013年、2015年の人口 ②2010年、2013年、2015年の従業者数

③2010年、2013年、2015年の生産額 ④2010年、2013年、2015年の付加価値
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地域の特徴

生
産

⚫ はん用・生産用・業務用機械などの製造業と、小売業、卸売業など交流人口の消費活動を商業・サービス
業が地域の強みとなる産業。

⚫ 建設業、化学、輸送用機械、情報通信業といった、製造業をささえる産業の中には、地域外からの輸入に
頼っているものも多く、産業の域際収支は赤字となっている。

⚫ 労働生産性は、1719市区町村中、第１次産業が1,274位、第２次産業が928位、第３次産業が
560位。

支
出

分
配

⚫ 高い拠点性を背景に、域外から通勤に来ており、雇用者所得は流出。その規模は１割前後。

⚫ その他所得は、地方交付税交付金等の財政移転によって、流入傾向にある。

⚫ 通勤や観光、買い物の目的で域外から域内に勤務に来ている人口が多く、民間消費は流入傾向。

⚫ 一方で、民間投資額が地域外に流出。域際収支も赤字となっていることから、その他支出も地域外に流出
している。

⚫ 今後は人口減少が予想され、地域内の支出もそれに従った縮小が予想される。

総
評

① はん用・生産用・業務用機械などの製造業と、小売業、卸売業などが地域の強みであるもの
の、域際収支は赤字となっている。財政移転によって域外から所得が流入を補っている状況。

② 花火や歴史遺産などの観光資源が多く、交流人口の消費を喚起する商品・サービスの開発余
地は大きい。地域資源をさらに活用し、域際赤字の解消を目指すべきである。

http://www.jcci.or.jp/
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【参考】 統計情報について

37
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国が提供するビッグデータ

ＲＥＳＡＳの開発背景

地域経済を真の意味で活性化させていくためには、地域自身が、地域の現状・実態を正確に把握した上
で、地域の実情・特性に応じて、主体的かつ効率的な政策立案及びその実行が不可欠。

そのため、国が、地域経済に係わる様々なビッグデータを収集し、かつ、「見える化（可視化）」するシステ
ムを構築、客観的なデータの取得・分析を容易にすることで、真に効果的な政策や事業の立案、実行、検
証（ＰＤＣＡ）を支援することを目的に、2015年４月より運用を開始。

国が提供する主なビッグデータ

RESAS：https://resas.go.jp/

環境省「地域経済循環分析自動作成ツール」：http://www.env.go.jp/policy/circulation/index.html

地域経済循環の生産面の分析に有用。本資料のグラフ等は大半を当ツールからの引用。

観光予報プラットフォーム：https://kankouyohou.com/

宿泊を基軸にした「観光」に関連、必要とされるデータを提供するプラットフォーム。

ＲＥＳＡＳとは

Regional Economy (and) Society Analyzing Systemの略で、地域経済（都道府県、市区町
村単位）の実情を「見える化（可視化）」する、国が提供するビッグデータ・システムの代表例。

RESASに搭載されているデータやマップは、入手可能なデータのごく一部であることに留意。

http://www.jcci.or.jp/
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国が提供する主な統計情報

経済センサス

経済構造統計を作成するために、総務省と経済産業省が共同で行う基幹統計調査。

全国のすべての事業所・企業を対象とする大規模な調査で、国全体の産業構造を包括的に明らかにする
とともに、各種統計調査の母集団情報を得ることを目的とする。従業者規模など事業所・企業の基本的構
造を明らかにする基礎調査と、売上高など経済活動の状況を明らかにする活動調査があり、それぞれ5年ご
とに実施される。

企業や事業所の活動実態に係る多岐にわたる項目を市町村レベルで把握できる調査であるため、地域の
経済状況を深く調べるために有益である。

国勢調査

西暦年の末尾が「５」の倍数年（5年ごと）に、国民の全人口やその属性を集計する調査。指定統計第
1号でもあり、１９２０年から時代に合わせて内容を変更しながら実施されている。

年齢階級を含む人口や、家族や世帯関係の項目のほか、産業、職業、従業上の地位などの労働項目、
住居項目、他の市区町村との通勤・通学状況や昼間夜間人口など、非常に多岐にわたる項目を細目にわ
たって市区町村ごと（項目によっては町丁目ごと）に把握できる調査であるため、地域事情の深堀りに有益
である。

http://www.jcci.or.jp/
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（参考）業種分類
No. 地域経済循環分析用データの39産業 内容
1 農業 米麦生産業、その他の耕種農業、畜産業、獣医業、農業サービス業
2 林業 林業
3 水産業 漁業・水産養殖業
4 鉱業 石炭・原油・天然ガス鉱業、金属鉱業、採石･砂利採取業、その他の鉱業
5

製
造
業

食料品 畜産食料品製造業、水産食料品製造業、精穀･製粉業、その他の食料品製造業、飲料製造業、たばこ製造業
6 繊維 製糸業、紡績業、織物･その他の繊維製品製造業
7 パルプ・紙 パルプ･紙･紙加工品製造業
8 化学 基礎化学製品製造業、化学繊維製造業、その他の化学工業
9 石油・石炭製品 石油製品製造業、石炭製品製造業
10 窯業・土石製品 窯業･土石製品製造業
11 鉄鋼 製鉄業、その他の鉄鋼業
12 非鉄金属 非鉄金属製造業
13 金属製品 金属製品製造業
14 一般機械 一般機械器具製造業
15 電気機械 産業用電気機械器具製造業、民生用電気機械器具製造業、その他の電気機械器具製造業
16 輸送用機械 自動車製造業、船舶製造業、その他の輸送用機械製造業
17 精密機械 精密機械器具製造業
18 衣服・身回品 衣服・身回品製造業
19 製材・木製品 製材・木製品製造業
20 家具 家具製造業
21 印刷 印刷・製版・製本業
22 皮革・皮革製品 皮革・皮革製品・毛皮製造業
23 ゴム製品 ゴム製品製造業
24 その他の製造業 その他の製造業
25 建設業 建築業、土木業
26 電気業 電気業
27 ガス・熱供給業 ガス･熱供給業、
28 水道・廃棄物処理業 上水道業、工業用水道業、廃棄物処理業、（政府）下水道、廃棄物
29 卸売業 卸売業
30 小売業 小売業
31 金融・保険業 金融業、保険業
32 住宅賃貸業 住宅賃貸業
33 その他の不動産業 不動産仲介業、不動産賃貸業
34 運輸業 鉄道業、道路輸送業、水運業、航空運輸業、その他の運輸業
35 情報通信業 電信・電話業、郵便業、放送業、情報サービス業、映像・文字情報制作業
36 公務 公務
37 公共サービス 教育、研究、医療・保健衛生、その他の公共サービス業
38 対事業所サービス 広告業、業務用物品賃貸業、自動車・機械修理、その他の対事業所サービス業
39 対個人サービス 娯楽業、飲食店、旅館、洗濯・理容・美容・浴場業、その他の対個人サービス業

http://www.jcci.or.jp/
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（参考）地域経済循環分析の補足①

【生産（付加価値額）】
⚫（付加価値額）＝（地域が生産した商品やサービス等を販売して得た金額）－（原材料費や外
注費といった中間投入額）

➢（第1次産業）＋（第2次産業）＋（第3次産業）
⚫GDP統計の定義による「付加価値」で経済センサスの付加価値とは異なる。

【分配（所得）】
⚫地域産業が稼いだ付加価値額がどのように所得として分配されたか。
⚫（分配（所得））＝（雇用者所得）＋（その他所得）

➢（その他所得）：（財産所得）＋（企業所得）＋（交付税）＋（社会保障給付）＋（補助金
等）＋（雇用者所得）

⚫各棒グラフ→地域内の住民・企業等に分配された所得の総額。生産された所得を、属人（住民・
財政移転ベース）と属地（事業所ベース）で推計して比較。

⚫（地域内の住民・企業等が得る所得【属人】）＞（地域の産業が分配する所得【属地】 ）
➢差額が赤色
➢地域外から所得が流入 →（地域外の事業所（勤務地）からの収入）＋（財政移転：政府支
出と納税額の差額）

⚫（地域内の住民・企業等が得る所得【属人】 ）＜（地域の産業が分配する所得【属地】 ）
➢差額は空白の四角
➢所得が地域外に流出 →（本社等の他事業所への流出等）

http://www.jcci.or.jp/


42

【支出】
⚫ 地域内の住民・企業等に分配された所得がどのように使われたか
⚫ （支出）＝（民間消費額）＋（民間投資額）＋（その他支出）

➢ （民間消費額）：住民の消費
➢ （民間投資額）：企業の設備投資等
➢ （その他支出）＝（政府支出）＋（地域内産業の移輸出入収支額）等

⚫ 各棒グラフ→地域内で消費・投資された金額
⚫ （地域内の住民・企業等が支出した金額）＞（地域内に支出された金額by誰でもよい）

➢ 差額が空白の四角
➢ 支出が地域外に流出

⚫ （地域内の住民・企業等が支出した金額）＜（地域内に支出された金額by誰でもよい）
➢ 差額が赤色
➢ 支出が地域外から流入

（参考）地域経済循環分析の補足②

【計算方法について】
⚫ 「生産」項目の推計は、国民経済計算の金額を、県民経済計算で按分し、さらに市町村民経済計算や経済センサス・工業統計・国勢調査等を用いて市町村に按分
⚫ 「分配」項目の推計は、属地の数値と属人の数値をそれぞれに計算。

➢ 属地の数値は事業所の統計等を中心に推計。
➢ 属人のうち、住民ベースの推計は、県民経済計算数値を、各統計で市町村ごとに割り振り、運輸交通モデル（市町村間の通勤データ等）で居住地に割り振って算出。
➢ 属人のうち、市町村ベースの統計がない国・県の所得移転は、市町村ごとに入手可能な様々なデータ（所得や自動車保有台数など）を用いて按分

⚫ 「支出」項目の推計は「市町村産業連関表」をノンサーベイ法にて作成。
➢ ①粗付加価値額は地域経済計算から、②家計外消費支出は都道府県産業連関表における比、③生産額は粗付加価値を付加価値率で除す、④中間投入額は③生産額に
投入係数を乗じる

➢ 投入係数・付加価値率:①産業連関表の全国表の基本分類（401分類）の投入係数、②経済センサスの中分類（97 分類）・小分類（519分類）データから作成。
➢ 投入係数の計算にあたっては、企業間取引の構造の違いから、産業を直接部門（製造等）と間接部門（営業所や総務・管理）に分割して別々に計算し合成。
➢ 直接部門の投入係数推計は全国基本分類の投入係数を市町村の従業者数で加重平均して推計、間接部門は東京都産業連関表の本社部門の投入係数により推計
➢ 民間最終消費額：運輸・交通モデルを用いて、通勤・通学や観光や買物のトリップを着地で集計して按分→産業別には都道府県産業連関表を用いて分割
➢ 移輸出・移輸入の数値：既存の市町村産業連関表等からノンサーベイ法（LQ法）により算出、運輸・交通モデルにおける貨物の市町村間の流動も参考

（注）以上は大幅に簡略化した説明ですので、詳しく知りたい方は、山崎清ほか（2017）「地域経済循環分析手法の開発と事例分析」財務総政研「フィナンシ
ャル・レビュー」平成29年第3号（通巻第131号）を直接参照してください。

http://www.jcci.or.jp/
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連絡先

当資料は、日本商工会議所より作成されたものです。

当資料に記載された内容は、現時点において一般に認識されている経済・社会等の情勢および当所が合理的と判断した一定の前提
に基づき作成されておりますが、当所はその正確性・確実性を保証するものではありません。また、ここに記載されている内容は、経営環
境の変化等の事由により、予告なしに変更される可能性があります。

当所の承諾なしに、本資料（添付資料を含む）の全部または一部を引用または複製することを禁じます。

当資料は、地域診断サービスとして、日本商工会議所地域振興部が提供しております。
ご質問等ございましたら、下記の地域診断担当まで、お問い合わせください。

また、もう少し詳細な分析も可能ですので、ご興味があれば、下記まで、ご連絡ください。

＜問い合わせ先＞

日本商工会議所 地域診断サービス 担当

地域振興部 幸村 長 komura_masaru@jcci.or.jp 03-3283-7084

地域振興部 加藤 悠理 kato_yuri@jcci.or.jp 03-3283-7862

地域振興部 今井 隆太 imai_ryuta@jcci.or.jp 03-3283-7862

http://www.jcci.or.jp/

